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道内景気は、持ち直している。

需要面をみると、個人消費は百貨店販売額が増加しているほか、乗用車販売台数が堅調に

推移するなど、明るい動きがみられる。住宅投資は貸家の着工戸数が減少している。公共投

資は予算の拡大により、前年を大きく上回っている。輸出はアジアや北米向けが増加してい

る。

生産活動は横ばい傾向にある。雇用情勢は有効求人倍率、新規求人数ともに改善が続いて

いるほか、失業率も大幅に低下している。企業倒産は件数、負債金額ともに減少している。
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持家 貸家 給与 前年同月比（右目盛） 分譲 
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（資料：国土交通省）

①大型小売店販売額～４か月連続で増加

１１月の大型小売店販売額（全店ベース、前

年比＋２．０％）は、４か月連続で前年を上

回った。

百貨店（前年比＋２．４％）は、身の回り

品、飲食料品、その他の品目が前年を上回っ

た。スーパー（同＋１．９％）は、衣料品、身

の回り品が前年を下回ったが、飲食料品が前

年を上回った。

コンビニエンスストア（前年比＋３．６％）

は、２か月連続で前年を上回った。

②住宅投資～２か月連続で減少

１１月の新設住宅着工戸数は、２，５２０戸（前

年比▲２８．３％）と２か月連続で前年を下回っ

た。利用関係別では、持家（同＋５．３％）は

増加したが、貸家（同▲４４．９％）、分譲（同

▲４５．５％）が減少した。

４～１１月累計では、２６，４０５戸（前年比

▲２．９％）と前年を下回って推移している。

利用関係別では、持家（同＋１２．６％）は増加

しているが、貸家（同▲１２．７％）、分譲（同

▲７．２％）が減少している。

道内経済の動き
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航空機 ＪＲ フェリー 前年対比（右目盛） 
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輸出 輸入 輸出（前年比、右目盛） 輸入（同、同） 
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貿易動向

（資料：函館税関）

③公共投資～７か月連続の増加

１１月の公共工事請負金額は、３５６億円（前

年比＋２１．８％）と７か月連続で前年を上回っ

た。

発注者別では、国（前年比＋１２．８％）、北

海道（同＋３５．６％）、市町村（同＋１５．０％）

いずれも前年を上回った。

４～１１月累計では、請負金額８，０４２億円

（前年比＋２２．８％）と前年を上回った。

④来道客数～２１か月連続で前年を上回る

１１月の来道客数は、９２０千人（前年比

＋６．５％）と２１か月連続で前年を上回った。

４～１１月累計では８，７２３千人と前年を５．１％

上回った。

１１月の新千歳空港輸送旅客数は、前年に比

べ７．８％ 増 加 し た 。 国 内 線 （ 前 年 比

＋６．９％）、国際線（同＋２３．９％）ともに前年

を上回った。

⑤貿易動向～輸出・輸入とも１２か月連続増加

１１月の道内貿易額は、輸出が前年比１５．７％

増の３６８億円、輸入が同２１．１％増の１，６３７億円

となった。

輸出は魚介類・同調製品や石油製品、自動

車の部分品などが増加し、１２か月連続で前年

を上回った。輸入は原油・粗油などが増加

し、１２か月連続で前年を上回った。

道内経済の動き
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⑥鉱工業生産～横ばい傾向

１１月の鉱工業生産指数は１００．１（前月比

▲０．７％）と３か月ぶりに低下した。前年比

（原指数）では＋２．３％と５か月連続で上昇し

た。

業種別では、前月に比べ、鉄鋼業、電気機

械工業など７業種が上昇したが、輸送機械工

業、食料品工業、パルプ・紙・紙加工品工業

など９業種が低下した。

⑦雇用情勢～持ち直しの動きが続く

１１月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は０．８１倍となり、前月比で０．０２ポイント、前

年比では０．２０ポイント上昇した。前年比は４６

か月連続の上昇となった。

新規求人数は、前年比１２．６％の増加とな

り、４６か月連続して前年を上回った。業種別

では、医療・福祉（前年比＋１４．５％）、卸売

業・小売業（同＋１６．０％）、建設業（同

＋２２．４％）などが増加した。

⑧倒産動向～件数、負債総額とも減少

１２月の企業倒産は、件数が１８件（前年比

▲２８．０％）、負債総額が２６億円（同▲７１．０％）

となった。件数は１４か月連続で減少、負債総

額は２か月連続で前年を下回った。

業種別では、サービス・他が７件、建設業

が５件などとなった。

道内経済の動き
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危機 
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東日本大震災 

公共投資の減少 

H１ ３ ． ９ 
アメリカ同時 
多発テロ 

H１ ７ ． ７ 
知床世界自然 
遺産登録 景気対策 

原油価格 
の高騰 

１．平成２５年１０～１２月期実績

前期に比べ、利益DIは３ポイント低

下しプラス１となったものの、売上DI

は前期と同じくプラス１９となり、高水準

を維持した。

２．平成２６年１～３月期見通し

売上DI（プラス１１）は８ポイント、

利益DI（マイナス１）は３ポイントそ

れぞれ低下する見通しである。

材料費や人件費の上昇懸念などから、

先行き見通しには慎重感がみられる。

定例調査

売上ＤＩは２期連続で高水準
第５１回 道内企業の経営動向調査

― ４ ―北洋銀行 調査レポート ２０１４年２月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２１１／本文　※柱に注意！／００４～０１１　定例調査  2014.01.16 10.26.58  Page 4 



調査の目的と対象
アンケート方式による道内企業の経営動向把握。
調査方法
調査票を配付し、郵送または電子メールにより回
収。
調査内容
第５１回定例調査
（２５年１０～１２月期実績、２６年１～３月期見通し）
判断時点
平成２５年１２月下旬
本文中の略称
� 増加（好転）企業

前年同期に比べ良いとみる企業
� 不変企業

前年同期に比べ変わらないとみる企業
� 減少（悪化）企業

前年同期に比べ悪いとみる企業
� ＤＩ

「増加企業の割合」－「減少企業の割合」

地域別回答企業社数

業種別回答状況

企業数 構成比 地 域
全 道 ４２９ １００．０％
札幌市 １７３ ４０．３ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 ８９ ２０．７
道 南 ３４ ７．９ 渡島・檜山の各地域
道 北 ６５ １５．２ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部
道 東 ６８ １５．９ 釧路・十勝・根室・網走の各地域

調査企業社数 回答企業社数 回答率
全 産 業 ６７３ ４２９ ６３．７％
製 造 業 １９４ １１０ ５６．７
食 料 品 ６９ ３５ ５０．７
木 材 ・ 木 製 品 ３４ ２０ ５８．８
鉄鋼・金属製品・機械 ５３ ３４ ６４．２
そ の 他 の 製 造 業 ３８ ２１ ５５．３
非 製 造 業 ４７９ ３１９ ６６．６
建 設 業 １１９ ９１ ７６．５
卸 売 業 ９７ ６１ ６２．９
小 売 業 ９４ ５３ ５６．４
運 輸 業 ４９ ３６ ７３．５
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ２９ ２０ ６９．０
その他の非製造業 ９１ ５８ ６３．７

＜図表２＞業種別の要点

要 点（１０～１２月期実績）

売 上 Ｄ Ｉ 利 益 Ｄ Ｉ

２５年
７～９１０～１２

２６年
１～３
見通し

２５年
７～９１０～１２

２６年
１～３
見通し

全産業 原油高により、非製造業の利益が低下 １９ １９ １１ ４ １ △１

製造業 木材・木製品製造業が好調 １７ １４ ７ ７ ８ ３

食料品 原料高により水産加工業の苦戦続く △５ △３ △１１ △１５ △１４ △１８

木材・木製品 駆け込み需要で、売上・利益とも高水
準 ５５ ５５ ５０ ２０ ５０ ３２

鉄鋼・金属製品・機械 鉄鋼製品、金属製品の生産は好調 ３９ ９ １３ ４２ １２ １３

非製造業 建設業の売上が好調 ２０ ２１ １３ ３ △２ △３

建設業 官庁、民間とも受注増加。経費増加で
収益悪化を警戒 ２０ ３５ １０ １０ ８ △３

卸売業 資材卸や機械卸など設備関連の業者が
堅調 ２１ １５ １１ ７ ２ ３

小売業 自動車販売店、燃料店が売上伸ばす ４ １３ １３ △１６ △２１ △９

運輸業 燃料価格上昇により収益性は厳しい ３４ １９ １４ △１３ △１７ △１７

ホテル・旅館業 単価下落するも、宿泊客増加により売
上DI・利益DIはプラス水準を維持 ２４ １５ １５ ６ １５ ５

調 査 要 項
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＜図表3＞業況の推移（業種別） 

-40

-30

-20

-10

0

10

30

0

-30

-20

-10

60

40

50

30

20

10

-30

-20

-10

0

10

20

-40

-30

-20

-10

0

10

40

20

22年 23年 

40

-70
-60
-50
-40
-30
-20
-10

10
0

20

-40

-30

-20

-10

0

10

20

20

30

30

10～12 10～12 10～121～34～61～3 4～67～9 7～9 1～3 4～6

25年 26年 
見通し 
1～3

-90

-75

-60

-45

-30

-15

0

15

30

45

-50

-40

-30

-20

-10

0

10

20

40

30

7～9 10～12

00

▲20 ▲20
▲16

11

▲6
▲▲88

▲13

▲21
▲17

▲▲1818▲18

▲5 ▲5

▲2

▲9

▲60 0

▲▲1515▲15
▲▲1212▲12

▲15 ▲14
▲18

▲5 ▲▲33▲3

▲11

13

6

▲41

▲30

▲▲55

▲8

▲33
▲41

▲25
▲21

▲9

8
11

▲6 ▲6 ▲8
▲3

▲28 ▲30

▲16

2

▲11

▲20

15
19

10

17

▲62

▲26
▲44

39

38

00

▲30

▲30

▲80

▲29

3

3

12
6

16

▲17 ▲6 ▲10▲10
▲4

▲36
▲19

▲32

▲3

▲21

▲8

12 13

0

15
0

42

393939

9

24

10

▲5 ▲4 ▲5

5

33

▲▲1010

▲19

▲9

20

50
55 55

50

32

20

▲25

22
13

13
107 5

11

66

▲47 ▲50
▲61

▲15
▲37

▲21

▲3

26

14

35

22 19
14

34

▲15

▲14 ▲10

▲6

▲27
▲45
▲39

▲50

42

29

▲5
▲15

6

▲15

24
1515

5

▲79

▲24

▲8
▲14

▲10
▲3

▲9
▲13

▲4
▲10

8

▲43

▲31
▲25 ▲26

▲19
▲14

▲19 ▲19 ▲22

▲1

20

10

10

35

▲3

8

▲29

11

▲5

▲17▲16

▲26

▲41

▲24

0

10
4

4
0

▲10 ▲8

21
15

11

2

3
7

▲16

▲26
▲196

▲9

▲6 ▲3

▲9
0

▲17 ▲17

3

▲13

15
8

▲▲1919▲19

▲10
▲15

▲▲22▲2

▲3

▲16
▲21

▲9

22

4

13 13

▲10

0

▲8

定例調査

― ６ ―北洋銀行 調査レポート ２０１４年２月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２１１／本文　※柱に注意！／００４～０１１　定例調査  2014.01.16 10.26.58  Page 6 



0 20 40 60 80 100％ 0 20 40 60 80 100％ 

0 20 40 60 80 100％ 0 20 40 60 80 100％ 

＜図表5＞利　益 
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＜図表6＞資金繰り 
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＜図表7＞短期借入金の難易感 
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＜図表9＞設備投資 

＜図表8＞在　庫 
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＜図表１０＞当面する問題点（上位項目）の要点

項目 前期比 要 点

�原材料価格上昇（５４％） △２ 製造業（６８％）、非製造業（４９％）とも１位。木材・木製品（８４％）、
鉄鋼・金属・機械（６２％）で上昇

�諸経費の増加（４１％） ＋６ ８業種で上昇。石油価格の高止まりから運輸業（７２％）で特に高率

�人手不足（３７％） ＋３ 建設業（６８％）でウェイト高い。運輸業（５３％）、ホテル・旅館業
（４０％）でも人手不足感が強まる

�過当競争（３６％） ＋３ ７業種で上昇。卸売業（４９％）、小売業（５６％）で１位。建設業
（４９％）も依然高率

�売上不振（２５％） △１ 食料品製造業（４０％）でウェイト高い。ホテル・旅館業（４０％）は１１
ポイント上昇

当面する問題点の推移（複数回答）
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館業

その他の
非製造業

�原材料価格上昇
①
５４
（５６）

①
６８
（７２）

①
６３
（８５）

①
８４
（７４）

①
６２
（５６）

①
７１
（７０）

①
４９
（５０）

②
５８
（５３）

②
４８
（５７）

②
４６
（５１）

②
５８
（６３）

①
６０
（５３）

２７
（２６）

�諸経費の増加
②
４１
（３５）

②
４０
（３８）

②
４９
（４８）

②
４７
（３７）

２７
（３１）

②
４３
（３３）

③
４１
（３４）

２９
（２４）

③
３７
（２８）

③
４４
（３５）

①
７２
（５６）

②
４０
（４１）

①
４３
（４０）

�人手不足
③
３７
（３４）

２７
（２５）

２３
（２０）

③
２６
（３２）

②
３５
（２５）

１９
（２６）

③
４１
（３８）

①
６８
（６９）

１５
（１２）

１７
（１８）

③
５３
（４１）

②
４０
（２９）

②
４１
（３６）

�過当競争 ３６
（３３）

１７
（１６）

２０
（１０）

２１
（１１）

１２
（１９）

１９
（２６）

②
４３
（３９）

③
４９
（４４）

①
４９
（３７）

①
５６
（６２）

１４
（１３）

３０
（１８）

③
３６
（３３）

�売上不振 ２５
（２６）

③
３０
（３１）

③
４０
（３５）

１６
（２１）

２７
（１９）

③
３３
（４４）

２３
（２５）

１６
（２５）

３１
（２８）

２７
（３５）

１９
（９）

②
４０
（２９）

１８
（１８）

�人件費増加 ２４
（２１）

２６
（２０）

３１
（２５）

２１
（１６）

③
２９
（９）

１４
（２６）

２３
（２２）

２７
（２２）

１７
（１５）

２１
（２４）

２２
（２５）

２５
（１８）

２７
（２９）

�販売価格低下 １６
（１６）

１１
（１３）

９
（１０）

５
（１１）

１５
（６）

１４
（２６）

１８
（１７）

１６
（２１）

２４
（２３）

２７
（１８）

６
（３）

２５
（１２）

１３
（１５）

	価格引き下げ要請 １２
（１３）

１１
（１４）

９
（１３）

１６
（２１）

１８
（２２）

－
（４）

１２
（１２）

１４
（１１）

２９
（３０）

２
（４）

６
（３）

５
（６）

７
（９）


設備不足 ７
（４）

１２
（５）

１１
（３）

１１
（－）

１８
（１３）

５
（４）

５
（３）

１
（２）

２
（－）

１０
（４）

１１
（６）

１５
（１８）

５
（２）

�資金調達 ５
（７）

７
（９）

９
（１３）

－
（５）

９
（９）

１０
（７）

５
（６）

３
（４）

５
（７）

６
（６）

１１
（６）

－
（６）

２
（６）

�代金回収悪化 ２
（３）

２
（２）

－
（－）

５
（１１）

３
（－）

－
（－）

２
（４）

－
（１）

９
（１３）

２
（６）

－
（－）

－
（－）

２
（－）


その他 ４
（４）

４
（３）

６
（３）

－
（５）

６
（３）

－
（４）

４
（４）

３
（１）

３
（３）

２
（４）

－
（３）

５
（－）

７
（９）

＜図表１２＞地域別業況の推移

項

目

売 上 Ｄ Ｉ 利 益 Ｄ Ｉ 設 備 投 資 （％）

２５年
１～３４～６７～９１０～１２

２６年
１～３
見通し

２５年
１～３４～６７～９１０～１２

２６年
１～３
見通し

２５年
１～３４～６７～９１０～１２

２６年
１～３
見通し

全 道 △１ ９ １９ １９ １１ △１０ △３ ４ １ △１ ３０ ３４ ３４ ４０ ３０（２７）

札幌市 ６ １６ ２０ ２６ １８ △５ △３ ５ ４ ４ ３３ ３６ ３５ ４２ ３２（２４）

道 央 △５ ８ １９ ２２ １０ △１ １ △１０ ３ △１ ３３ ３６ ３８ ４０ ３０（２５）

道 南 ６ △１１ ３ △９ △３ △１５ △１４ ３ △１２ △６ ２６ ２５ ３３ ２２ １３（４１）

道 北 △１１ ３ ３５ ２９ ９ △２２ ３ １９ ２ △８ ２５ ３６ ３２ ４７ ２９（３５）

道 東 △９ ６ １５ １ ５ △２２ △１１ ９ △４ △６ ２５ ３２ ２７ ３６ ３２（２５）
（ ）内は設備投資未定企業

＜図表１１＞当面する問題点（複数回答）
（単位：％）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前回調査

定例調査
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今回の調査では、利益DIはやや後退したものの、公共工事の増加や消費税引き上げ前の

駆け込み需要などが支えとなり、売上DIは前回に引き続き高い水準を維持しました、原材

料価格上昇や人手不足などの懸念材料があるものの、製品価格への価格転嫁の実施や合同企

業説明会への参加など、企業は対策を講じています。また、建設関連の業種では人員確保の

ために賃金引き上げの動きも出てきています。

以下に企業から寄せられた生の声を紹介いたします。

＜水産加工業＞ 原料高により収支に影響が

出るだろうが、供給は安定的に保たねばなら

ないため、やむを得ない。原料の魚が小型化

していることもあり、商品開発を続け、製造

コストを下げる努力が必要。

＜製菓業＞ 海外観光客の順調な入り込みな

どを背景に売上は堅調。来年以降、消費税引

き上げにどう対応するかが大きな課題。

＜製材業＞ 円安等による仕入価格上昇分を

販売価格に転嫁しているが、完全にはできず

に利幅は縮小している。製品価格の見直しは

急がねばと考えている。

＜製材業＞ 消費税引き上げ前の駆け込み需

要で、売上・利益とも過去最高となりそう。

来期は落込みを最小限にするべく、営業方法

の見直しや、他社との商品の差別化を行って

いく。

＜金属製品製造業＞ 今後は新規就農者や農

業法人を主要な営業対象先とする。販路拡大

のために、ロシアやモンゴル市場の調査も行

う。

＜電気機械器具製造業＞ 当面は太陽光発電

設備の需要が見込まれるが、それ以降、震災

復興や東京五輪関連の設備投資を取り込める

かが課題。

＜鋼材製造業＞ 近年に比べると、道内の建

設業界も活発に動いているが、いつどう転ぶ

か分からないという危機感は持っている。社

内の人材育成、工程管理など足元の強化に努

めたい。

＜金属製品製造業＞ 消費税引き上げ前の住

宅着工等で、建築金物部門は上向き。従業員

の給与などを引き上げるタイミングが難し

い。

＜製本業＞ 紙媒体の減少に伴う売上不振に

対応するため、販路拡大や差別化された商品

の販売促進に取り組む。社員教育方針を整備

し、幹部社員を含めた再教育を実施してい

く。

＜建設業＞ 土木・建築ともに前年比大幅増

収増益の見通しにあるが、資材価格の上昇と

人手不足が大きな課題で受注面での制約と

なっている。より利益を重視した営業活動に

注力していく方針。

経営のポイント

人手不足など懸念材料への対策が進む
〈企業の生の声〉
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＜建設業＞ 公共事業費の増加により売上は

上昇したが、不足する職人を確保するために

賃金を引き上げしており、利益については昨

年とほぼ同じ水準。今後も職人の確保に力を

入れて工事を進めていきたい。

＜内装工事業＞ 関東でのマンション建設が

好調で、売上は前年度より上向き。材料費や

職人工賃が上昇している背景の中で、丁寧に

得意先に説明して工事代金引き上げの理解を

得ている。

＜電気通信工事業＞ 取引先の業況改善と既

存設備更新のタイミングが合致したことで、

売上・利益とも好調。医療事業所の設備投資

情報の入手に力を入れる。

＜建具工事業＞ 人員不足の状態ではある

が、人件費を抑えるためにもマンパワーの向

上に資する社内教育の充実、社外講習の受講

に取り組む。

＜機械器具卸売業＞ 景気回復基調と設備投

資前倒しの需要から、売上・利益ともに順

調。消費税引き上げ後の反動も見据えて財務

面の対策を行っていく。

＜塗料卸売業＞ 市況の流れに沿って売上増

加は見込まれるが、来年以降については、企

業の格差が広がることを懸念している。販売

価格の是正や諸経費増加への対応など、先を

見た推進策が必要で、人材育成と経営資源の

集中投資が重要と考えている。

＜鋼材卸売業＞ 道内の景気回復傾向や商品

単価の上昇などにより売上は比較的順調に推

移し、収益もそれに伴い回復している。同時

に債権管理の強化も行っていく。

＜機械器具卸売業＞ 合同企業説明会に参加

したことにより２０歳代の人材を複数名採用で

きた。社内年齢構成のひずみがかなり是正さ

れ、全社のモチベーションが良い方向に動き

出している。

＜建材卸売業＞ アベノミクスの影響からか

仕入商品の値上げが相次いでいる。販売先へ

は事情を説明し、商品価格へ転嫁できている

が、来年に消費税が引き上げられると、販売

先から価格引き下げ要請がくるかもしれな

い。

＜靴卸売業＞ 海外からの仕入価格の上昇を

販売価格に転嫁することができているが、販

売数は減少傾向。ファッション的な商品は不

振であるが、機能性の高い実需品の消費が良

い。

＜農産物卸売業＞ ２５年産の農産物は地域に

よってバラツキはあるが概ね良好で、価格も

昨年度に比較して安価であり、仕入は行いや

すい。しかし、国際的な穀物価格が今後どの

ように推移していくのか見極めが難しい。

＜家具店＞ 住宅関連の家具・インテリアは

竣工戸数の増加を受けて順調。消費税引き上

げ前の駆け込み需要は３月頃になると思われ

る。商品単価を上げて売上増加を目指す。

経営のポイント
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＜ガソリンスタンド＞ 仕入価格が高止まり

している。今後需要が増えて売上は増加する

と思うが、競合他社の価格動向を踏まえる

と、販売価格へ転嫁することも難しく利益は

横ばい。

＜コンビニエンスストア＞ お客様の志向

は、価値あるものは高くても買うが、差異が

感じられないものは安く買いたいというよう

に二極化している。前例にとらわれず中身を

進化させれば売上増加につながる。

＜運輸業＞ 太陽光発電施設や新幹線の工事

にかかわる資材・機材の輸送が業績に貢献し

ている。乗務員と車両の不足から荷主先の輸

送要請に十分応えることができないことが悩

み。輸送力の確保は大きな課題で、同業事業

者と連携を取り、相互補完していく方針を継

続する。

＜運輸業＞ 国内経済の回復に伴い、建築資

材を始めとした物流の動きが活発化してきて

おり、売上高は増加している。反面、外注も

増えているため収益率が下がる結果となり、

売上増がそのまま利益増につながっておら

ず、収益率の向上が今後の課題。

＜運輸業＞ 原油価格の上昇と円安の進行に

伴い燃油費が高騰しており、コスト削減努力

が追い付かない状態。引き続き経費削減を進

めると共に、価格戦略面ではいたずらに他社

との競争に巻き込まれない様に市場を注視し

ながら対応していく。

＜旅館業＞ 来年３月までは順調に経過する

が、消費税引き上げ時に一時的に業況は下降

すると考えている。

＜自動車整備業＞ 売上は増加したが、現在

の従業員数では残業が多くて従業員への負担

が大きい。色々な方法で求人募集している

が、人材確保が難しい。

＜廃棄物処理業＞ ３月までは消費税引き上

げの駆け込み需要や公共投資などにより順調

に推移すると思われる。道内では有効求人倍

率が回復している反面、思うような人材の確

保が難しくなってきており、春先までの需要

増加にどう対応していくかが課題である。

＜建設コンサルタント＞ 公共投資の増加の

恩恵を受け受注が増加している。業務を消化

するために臨時職員を増加して賄っている

が、臨時職員のマーケットも供給がタイト化

し、時給引き上げが目立ってきている。

＜不動産賃貸＞ 不動産賃貸収入は安定して

いるが、今後は所有不動産の老朽化に伴う賃

貸料の減少が予想されることから、新規購入

か既存設備の更新を検討しなければならな

い。

＜仕出し料理店＞ 材料費が急激に上昇して

おり、１月以降の収益は低下すると予想して

いる。また、消費税引き上げ後には、低価格

帯の商品に発注が集中することが懸念され

る。商品ラインナップを見直すなどして、顧

客に支持される商品づくりを進めていく。

経営のポイント
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― １５ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１４年２月号

直接原価計算による損益計算書

（単位：円）

売上高 １，０００，０００

変動売上原価 ２００，０００

差引：変動製造マージン ８００，０００

変動販売費 １００，０００

差引：限界利益（貢献利益） ７００，０００

固定製造原価 ３００，０００

固定販売費及び一般管理費 ２００，０００

差引：営業利益 ２００，０００

【図表１】

１．直接原価計算とは

直接原価計算とは、すべてのコスト（製造原価、販売費及び一般管理費）を変動費と固定費と

に分類し、変動費だけで製品原価を算定する原価計算の方法です。変動費とは売上高（販売量）

に応じて比例的に増減するコストをいい、固定費とは売上高（販売量）の増減に関らず一定額発

生するコストをいいます。

２．直接原価計算による損益計算書

直接原価計算は、その名称のとおり、原価計算の一方法です。しかし、その特徴は「損益計算

の一方法である」という点にあります。直接原価計算では、【図表１】のような損益計算書を作

成します。

「売上高」から、売上高（販売量）に応じて比例的に増減する製造原価である「変動売上原

価」を差し引くことにより、「変動製造マージン」が計算されます。「変動売上原価」には、例え

ば製品製造に係る材料費が含まれます。

「変動製造マージン」から、「変動販売費」を差し引くことにより、「限界利益（貢献利益）」

が計算されます。「変動販売費」には、例えば製品発送に係る運賃が含まれます。「限界利益（貢

献利益）」は、「売上高」からすべての変動費を差し引きた後の利益であり、売上高（販売量）に

応じて比例的に獲得される利益を意味します。

「限界利益（貢献利益）」から、売上高（販売量）の増減に関らず一定額発生する「固定製造

経営のアドバイス

経営管理ツールとしての直接原価計算 入門
～利益計画を策定する～

公認会計士・税理士 名和 幸雄
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経営のアドバイス

― １６ ―北洋銀行 調査レポート ２０１４年２月号

直接原価計算による損益計算書

（単位：円）

売上高 １，０００，０００

変動売上原価 ２００，０００

差引：変動製造マージン ８００，０００

変動販売費 １００，０００

差引：限界利益（貢献利益） ７００，０００

固定製造原価 ３００，０００

固定販売費及び一般管理費 ２００，０００

差引：営業利益 ２００，０００

決算時の損益計算書

（単位：円）

売上高 １，０００，０００

売上原価 ５００，０００

差引：売上総利益 ５００，０００

販売費及び一般管理費 ３００，０００

差引：営業利益 ２００，０００

【図表２】

原価」及び「固定販売費及び一般管理費」を差し引くことにより、「営業利益」が計算されま

す。「固定製造原価」には、例えば製品製造用機械の減価償却費が含まれ、「固定販売費及び一般

管理費」には、例えば製品販売のための広告宣伝費、交際費、事務用の消耗品費などが含まれま

す。「営業利益」は、「売上高」からすべての変動費及び固定費を差し引いた後の利益であり、営

業活動の結果として獲得された利益を意味します。

３．全部原価計算による損益計算書との比較

この直接原価計算で作成される損益計算書は、決算の時に作成される損益計算書と外見は似て

いますが、その作り（構造）は異なります。両者を比較したのが【図表２】です。なお、比較の

前提として、製品在庫・仕掛品が存在しないものとします。

直接原価計算による損益計算書の「変動売上原価」及び「固定製造原価」が、決算時の損益計

算書の「売上原価」を構成し、直接原価計算による損益計算書の「変動販売費」及び「固定販売

費及び一般管理費」が、決算時の損益計算書の「販売費及び一般管理費」を構成していることに

なります。これは、裏を返せば、決算時の損益計算書の「売上原価」及び「販売費及び一般管理

費」を、変動費及び固定費に分解することで、直接原価計算による損益計算書を作成することが

できることを意味しています。

決算時の損益計算書は、全部原価計算により製品原価を計算し、損益計算を行っています。全

部原価計算とは、製品の製造活動に関り発生するすべての原価をもって製品原価を算定する原価

計算の方法です。

直接原価計算と全部原価計算とでは、固定製造原価の取扱いが異なることになります。直接原

価計算では、固定製造原価を製品原価とせず、その全額を発生した期間の費用として扱います。
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［製品の在庫・生産・販売数量］

（単位：個）

１期 ２期 ３期

期首在庫量 ‐ ‐ ５０

当期生産量 １００ １５０ ５０

当期販売量 １００ １００ １００

期末在庫量 ‐ ５０ ‐

［製品の売価・原価］

（単位：円）

製品１個あたり売価 １００

製品１個あたり変動製造原価 ２０

一年間の固定製造原価 ３，０００

製品１個あたり変動販売費 ２０

一年間の固定販売費及び一般管理費 ２，５００

【図表３】

これに対して、全部原価計算では、固定製造原価を製品原価として扱います。全部原価計算で

は、一期間に発生した固定製造原価が、売上原価又は製品在庫・仕掛品のいずれかとなります。

決算時の損益計算書が全部原価計算により計算された結果をもって作成されるのは、制度的に

全部原価計算により製品原価を計算することが求められているためです。制度的というのは、会

社法に基づく計算書類の作成のため、税務申告のため、という意味です。

なお、以下では、決算時の損益計算書を全部原価計算による損益計算書と呼ぶことにします。

４．全部原価計算による損益計算書の問題点

全部原価計算による損益計算書には、「営業利益は、必ずしも売上高（販売量）に応じて比例

的に増減（発生）するわけではない」という問題点があります。具体的に、以下の例で確認して

みましょう。

まず、前提として【図表３】の条件を設定します。

次に、【図表３】の条件の下で、各期の全部原価計算による損益計算書を作成すると、【図表

４】のとおりとなります。なお、各期とも仕掛品は存在せず、製品の期末在庫は翌期にすべて販

売されると仮定します。
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［全部原価計算による損益計算書］

（単位：円）

１期 ２期 ３期

売上高 １０，０００ １０，０００ １０，０００

売上原価 ５，０００ ４，０００ ６，０００

差引：売上総利益 ５，０００ ６，０００ ４，０００

販売費及び一般管理費 ４，５００ ４，５００ ４，５００

差引：営業利益 ５００ １，５００ －５００

【図表４】

これを見て、どのような感覚を得たでしょうか？【図表３】の条件では、製品の販売量は毎期

同じであり、製品の売価・原価に変わりはありません。にもかかわらず、各期の営業利益が異

なっています。違和感を覚えませんか？

全部原価計算により損益計算書を作成した場合、売上高（販売量）が同じであっても、利益の

額が異なる場合があります。これは、製品在庫に含まれる固定製造原価の影響によるものです。

各期の製造原価、売上原価及び損益計算書との関係は、【図表５】のとおりとなります。

１期は、当該期に生産された製品のすべてが当該期に販売されているため、１期で発生した固

定製造原価３，０００円のすべてが売上原価となっています。

２期は、当該期に生産された製品１５０個のうち５０個が期末在庫として残っているため、２期で

発生した固定製造原価３，０００円のうち１，０００円が売上原価となりません（期末製品たな卸高となり

ます）。このため、２期の売上高（販売量）は１期と同じであるにも関わらず、２期の営業利益

は１期の営業利益より１，０００円多くなっています。

３期は、当該期に生産された製品のすべてが当該期に販売されているため、３期で発生した固

定製造原価３，０００円のすべてが売上原価となっています。これに加えて、２期で期末製品として

残っていた製品も３期で販売されたため、２期の期末製品たな卸高に含まれていた２期の固定製

造原価１，０００円が３期の売上原価となっています。このため、３期の売上高（販売量）は１期と

同じであるにも関わらず、３期の営業利益は１期の営業利益より１，０００円少なくなり、５００円の営

業損失となっています。
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［製造原価］

（単位：円）

１期 ２期 ３期

当期変動製造原価（＊１） ２，０００ ３，０００ １，０００

当期固定製造原価（＊２） ３，０００ ３，０００ ３，０００

合計：当期総製造原価 ５，０００ ６，０００ ４，０００

（＊１）製品１個あたり変動製造原価２０円×当期生産数量

（＊２）生産量に関らず毎期一定額（３，０００円）発生

［売上原価］

（単位：円）

１期 ２期 ３期

期首製品有高 ‐ ‐ ２，０００

当期総製造原価 ５，０００ ６，０００ ４，０００

合計 ５，０００ ６，０００ ６，０００

期末製品有高 ‐ ２，０００ ‐

うち変動製造原価（＊３） ‐ １，０００ ‐

うち固定製造原価（＊４） ‐ １，０００ ‐

差引：売上原価 ５，０００ ４，０００ ６，０００

うち変動製造原価 ２，０００ ２，０００ ２，０００

うち固定製造原価 ３，０００ ２，０００ ４，０００

（＊３）製品１個あたり変動製造原価２０円×期末在庫数量５０個

（＊４）固定製造原価３，０００円÷当期生産数量１５０個×期末在庫数量５０個

［全部原価計算による損益計算書］

（単位：円）

１期 ２期 ３期

売上高（＊５） １０，０００ １０，０００ １０，０００

売上原価 ５，０００ ４，０００ ６，０００

差引：売上総利益 ５，０００ ６，０００ ４，０００

販売費及び一般管理費（＊６） ４，５００ ４，５００ ４，５００

差引：営業利益 ５００ １，５００ －５００

（＊５）製品１個あたり売価１００円×当期販売数量１００個

（＊６）製品１個あたり変動販売費２０円×当期販売数量１００個＋固定販売費及び一般管理費２，５００円

【図表５】
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［製造原価］

（単位：円）

１期 ２期 ３期

当期変動製造原価（＊１） ２，０００ ３，０００ １，０００

合計：当期総製造原価 ２，０００ ３，０００ １，０００

（＊１）製品１個あたり変動製造原価２０円×当期生産数量

［売上原価］

（単位：円）

１期 ２期 ３期

期首製品有高 ‐ ‐ １，０００

当期総製造原価 ２，０００ ３，０００ １，０００

合計 ２，０００ ３，０００ ２，０００

期末製品有高（＊２） ‐ １，０００ ‐

差引：売上原価 ２，０００ ２，０００ ２，０００

（＊２）製品１個あたり変動製造原価２０円×期末在庫数量５０個

［直接原価計算による損益計算書］

（単位：円）

１期 ２期 ３期

売上高（＊３） １０，０００ １０，０００ １０，０００

変動売上原価 ２，０００ ２，０００ ２，０００

差引：変動製造マージン ８，０００ ８，０００ ８，０００

変動販売費（＊４） ２，０００ ２，０００ ２，０００

差引：限界利益（貢献利益） ６，０００ ６，０００ ６，０００

固定製造原価（＊５） ３，０００ ３，０００ ３，０００

固定販売費及び一般管理費（＊５） ２，５００ ２，５００ ２，５００

差引：営業利益 ５００ ５００ ５００

（＊３）製品１個あたり売価１００円×当期販売数量１００個

（＊４）製品１個あたり変動販売費２０円×当期販売数量１００個

（＊５）生産量・販売量に関らず毎期一定額発生

【図表６】

このように、全部原価計算により損益計算書を作成した場合、売上高（販売量）が同じであっ

ても、利益の金額が異なることがあります。その原因は、製品在庫に含まれる固定製造原価にあ
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ります。このことは、生産量と販売量の関係により、利益の金額が変化することを意味します。

なお、仕掛品にも固定製造原価が含まれることから、仕掛品が存在する場合にも、製品在庫と同

様の現象が起きます。

この問題点から、全部原価計算により作成された損益計算書は、「製品が販売されることに

よって利益が生まれる」という経営者の感覚に合致しないものになると言われています。

５．直接原価計算による損益計算書の特徴

【図表３】の条件の下で、直接原価計算による損益計算書を作成すると【図表６】のとおりと

なります。

直接原価計算による損益計算書では、固定製造原価を売上原価（あるいは期末製品たな卸高）

とせず、その全額を当期の費用として計上します。このため、売上高（販売量）が同じである場

合、各期の利益の金額が同じとなります。売上高（販売量）に応じて利益が獲得されるとの関係

が認められるため、「製品が販売されることによって利益が生まれる」という経営者の感覚に合

致した損益計算書になると言われています。

全部原価計算では、製品在庫・仕掛品が損益計算に影響を及ぼします。このため、全部原価計

算による損益計算書では、売上高（販売量）の増減とコスト及び利益の発生との関係が必ずしも

明らかではありません。他方、直接原価計算では製品在庫・仕掛品が損益計算に影響を及ぼすこ

とはありません。このため、直接原価計算による損益計算書では、売上高（販売量）の増減とコ

スト及び利益の発生の関係を容易に把握することができるという特徴があります。

この特徴から、直接原価計算による損益計算書には、利益計画の策定を行いやすいというメ

リットがあります。次に、この点を確認していきましょう。

６．直接原価計算による損益計算書を活用した利益計画策定

直接原価計算による損益計算書を利用して、例えば、次のような過程で、利益計画を策定する

ことができます。

（１）現状分析「売上高と限界利益の関係を把握する」

【図表１】の直接原価計算による損益計算書から、現状分析を行います。以下、説明をわかり

やすくするために、【図表１】の直接原価計算による損益計算書を【図表７】のように要約しま

す。
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直接原価計算による損益計算書

（単位：円）

売上高 １，０００，０００

変動費 ３００，０００

差引：限界利益（貢献利益） ７００，０００

固定費 ５００，０００

差引：営業利益 ２００，０００

【図表７】

直接原価計算による損益計算書

（単位：円）

売上高 １，０００，０００

変動費 ３００，０００

差引：限界利益（貢献利益） ７００，０００

固定費 ５００，０００

差引：営業利益 ２００，０００

【図表８】

×７０％

【図表７】の損益計算書では、【図表１】の損益計算書の「変動売上原価」と「変動販売費」

が「変動費」でまとめられ、「固定製造原価」と「固定販売費及び一般管理費」が「固定費」に

まとめられています。「変動製造マージン」については、省略しています。

「変動費」は、「売上高」の増減に比例して発生するコストです。したがって、「売上高」から

「変動費」を差し引くことで計算される「限界利益」もまた、「売上高」の増減に比例して発生す

ることになります。この比例関係から、直接原価計算による損益計算書では、「売上高」と「限

界利益」の発生関係を【図表８】のように把握することができます。

すなわち、「限界利益」は、「売上高」の「７０％」になるという関係を把握することができま

す。この「７０％」は、「限界利益率」と呼ばれるもので、次の算式で算出されます。

限界利益 ７００，０００円 ÷ 売上高 １，０００，０００円 ＝ 限界利益率 ７０％

（２）目標利益達成のために その１「売上高（販売量）増加を検討する」
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直接原価計算による損益計算書

（単位：円）

売上高 １，０００，０００

変動費 ３００，０００

差引：限界利益（貢献利益） ７００，０００

固定費 ５００，０００

差引：営業利益 ２００，０００

【図表９】

÷限界利益率７０％

【図表８】の関係は、【図表９】のようにも表現できます。

「売上高」の７０％が「限界利益」ですから、「限界利益」を７０％で割り戻すことによって「売

上高」を逆算することができます。この関係を利用して、目標利益を達成するために必要となる

売上高を知ることができます。

例えば、上記損益計算書において、営業利益を現状の２倍である４００，０００円にしたいと考えま

す。「限界利益－固定費＝営業利益」ですので、営業利益から逆算して必要な限界利益を求めま

す。「営業利益４００，０００円＋固定費５００，０００円＝限界利益９００，０００円」となります。次に、限界利益

を限界利益率７０％で割り戻すことにより、営業利益４００，０００円を達成するために必要となる売上

高を求めます。「限界利益９００，０００円÷限界利益率７０％＝売上高１，２８５，７１４円（１円未満四捨五

入）」となります。営業利益を現状の倍となる４００，０００円とするためには、売上高を現状より

２８５，７１４円多い１，２８５，７１４円とする必要があることがわかります。

この検討を経て、売上高増加の対策を練ったところ、１００，０００円は売上高を増加させることが

できると見込まれました。しかし、これでは、必要な売上高増加には至らず、営業利益４００，０００

円は達成できません。

（３）目標利益達成のために その２「コスト（変動費及び固定費）削減を検討する」

売上高が１００，０００円増加した場合の損益計算書は、【図表１０】のとおりとなります。

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２１１／本文　※柱に注意！／０１５～０２６　経営のアドバイス（名和）  2014.01.20 17.18.32  Page 23 



経営のアドバイス

― ２４ ―北洋銀行 調査レポート ２０１４年２月号

売上増加後の直接原価計算による損益計算書

（単位：円）

売上高 １，１００，０００

変動費 ３３０，０００

差引：限界利益（貢献利益） ７７０，０００

固定費 ５００，０００

差引：営業利益 ２７０，０００

【図表１０】

×限界利益率７０％

製品１個あたりの変動費・限界利益

（単位：円）

売上高 １００

変動費 ３０

差引：限界利益（貢献利益） ７０

【図表１１】

×限界利益率７０％

目標の営業利益４００，０００円には、１３０，０００円足りません。そこで、変動費と固定費を削減するこ

とにより、営業利益を増やすことができないかを検討します。

まず、変動費です。変動費は、売上高（販売量）に応じて比例的に増減するコストです。この

ため、変動費の削減は、製品１個あたりの変動費の額をいくら減らすことができるかの観点から

検討します。

例えば、製品１個あたりの売価が１００円だったとします。この場合、製品１個あたりの変動費

は、３０円となります。これは、【図表１１】の関係から把握されます。

限界利益率は７０％ですので、製品１個あたりの限界利益は７０円となります。製品１個あたりの

変動費は、製品１個あたりの売上高から製品１個あたりの限界利益を差し引くことで求めること

ができます。製品１個あたりの変動費は３０円です。

これを削減できないか検討したところ、①仕入先との交渉により製品１個あたりの材料費を２

円削減すること、②製品製造現場の作業効率改善により製品１個あたりの材料費を２円削減する

こと、③製品発送コストを１円削減すること、が可能であると判明しました。この結果、変動費

は、２５円（＝３０円－①の２円－②の２円－③の１円）になります。

変動費が減りましたので、限界利益が増加し、売上高と限界利益の関係は【図表１２】のように

変化します。
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製品１個あたりの変動費・限界利益

（単位：円）

売上高 １００

変動費 ２５

差引：限界利益（貢献利益） ７５

【図表１２】

×限界利益率７５％

売上増加・コスト削減後の直接原価計算による損益計算書

（単位：円）

売上高 １，１００，０００

変動費 ２７５，０００

差引：限界利益（貢献利益） ８２５，０００

固定費 ４５０，０００

差引：営業利益 ３７５，０００

【図表１３】

×限界利益率７５％

次に、固定費です。固定費は、売上高（販売量）の増減に関らず一定額発生するコストです。

このため、固定費の削減は、発生額をいくら減らすことができるかの観点から検討します。

固定費の削減について検討したところ、④不必要な接待をやめることにより交際費を３０，０００円

削減すること、⑤事務用品の節約により消耗品費を２０，０００円削減すること、が可能であると判明

しました。この結果、固定費は４５０，０００円（＝５００，０００円－④の３０，０００円－⑤の２０，０００円）になり

ます。

以上の変動費・固定費の削減の結果、営業利益は【図表１３】のとおりとなります。

（４）目標利益達成のために その３「売上増加・コスト削減の再検討」

【図表１３】のとおり、目標営業利益４００，０００円には、まだ２５，０００円不足します。そこで、更

に、売上増加ができなかの策を練り、変動費・固定費削減の可能性を追求し、目標営業利益の達

成のための検討を行います。

目標営業利益が達成されるまで、この検討が繰り返し行われることとなります。

そして、これが完了したとき、具体的な売上増加策・コスト削減策を備えた、実現可能と考えら

れる利益計画が完成することになります。
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７．経営管理ツールとしての直接原価計算

直接原価計算による損益計算書では、売上高（販売量）とコスト及び利益の発生関係を容易に

把握することができます。この特徴から、直接原価計算による損益計算書の活用により、利益計

画を比較的簡単に策定することが可能となります。

また、直接原価計算による損益計算書で策定された利益計画は、経営者・管理者等の「見る

者」にとって理解しやすいものになります。このため、策定された利益計画に基づいた予算実績

管理・業績評価等が、より適切なものとなりえます。

さらに、製品別・部門別等に直接原価計算による損益計算書を作成することで、よりきめ細や

かな利益計画の策定と、それに基づく管理を行うことができます。

直接原価計算は、有用な経営管理ツールといえます。

なお、「３．全部原価計算による損益計算書との比較」で述べたとおり、制度的には全部原価計算により
製品原価を計算することになります。このため、決算では、製品在庫・仕掛品に含まれるべき製造固定費を
加減算して、直接原価計算による損益計算書の利益を、全部原価計算による損益計算書の利益に調整する必
要があります（この調整を「固定費調整」といいます）。

＜参考文献＞

「原価計算」（岡本清著 国元書房 ２０００年４月）

「原価計算の知識」（加登豊・山本浩二著 日経文庫 ２０１２年９月）

「プロコンサルタントの経理力」（窪田千貫著 同友館 ２００９年１２月）

執筆者略歴

平成１３年 公認会計士二次試験合格、監査法人トーマツ入社

平成１７年 公認会計士三次試験合格、公認会計士登録

平成２１年 公認会計士名和幸雄事務所開設

平成２３年 税理士登録

財務省北海道財務局上席専門調査員、北海道大学専門職大学院特任准教授などを歴任。
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２０１３年は、北海道の高橋知事とサハリン州のホロシャビン知事が３度にわたり会談を行うなど、サハ
リンへの注目が集まる年となりました。各メディアではサハリン州が「好景気」であるとか「極東で最
も裕福」であるといった表現が躍っていましたが、実態はどうなのでしょうか。統計資料や現地の生活
実感などを踏まえ、考えてみます。
サハリン州の平均賃金は月額４７，０３４ルーブル（約１４．１万円、１ルーブル＝３円で換算、以下同様、

２０１３年１～８月平均）で、前年同期に比べ約１０％上昇しました。ここ数年は、毎年同様の伸びを記録し
ており、表面的には「好景気」、「裕福」と言えるでしょう。
ただし、これは平均値であり、一部の職種が全体を底上げしているということに留意する必要があり

ます。賃金が最も高い「燃料・エネルギー採掘業」が月額１４６，９１２ルーブル（約４４．１万円）であるのに
対して、最も低い「卸・小売業、車・バイク等修理業」は２２，３９５ルーブル（約６．７万円）で、６倍以上
の開きがあります。賃金が平均を上回っているのは、全体の２割程度の住民に過ぎません。また、全２７
業種中、５業種では賃金が前年を下回りました。
賃金が低くても、物価が安ければ生活には困りません。物価の動向はどうでしょうか。２０１３年１～１０

月の消費者物価は、前年同期比で６．７％上昇しました。平均賃金の上昇率こそ下回りましたが、賃金が
上昇しない住民にとっては、こうした物価上昇は相当堪えるものです。たとえば、サハリンの食卓に欠
かせないスケソウダラは、価格上昇率が年２％であるにもかかわらず、「とても高くなり困っている。」
との声が聞かれ、物価上昇に不満を募らせている住民が少なくないことがうかがえます。
このように、一概に「裕福」とは言えないサハリン経済の中で、食品を中心とした北海道産品は、高

額な流通コスト等から、日本の小売価格の２～３倍で販売されています。安価な中国産、韓国産の商品
の３～１０倍程度の価格であり、並べて置いてあると、相当高額な印象を受けます。しかし、あるスー
パーマーケットの売場担当者に聞くと、「北海道産の商品は高価だが売れている。一度購入すると品質
の良さが分かり、リピーターになることが多い。ラインナップも数年前に比べ徐々に増えてきている。
地理的に近いせいか、道産品に対して親近感を持つ人も多い。」とのことでした。また、流通に関与す
る業者数を減らしコストを削減する等、低価格化への取り組みにより、「日本のものにしては安い。」と
好評を博している商品も見受けられます。
当然の話ですが、価格の高低に関係なく、その金額を払うだけの価値があると思われる商品が、よく

売れています。たとえば、日本製の釣具の価格は、日本の２倍程度ですが、耐久性等品質の良さはもち
ろん、「日本の釣具を使うとよく釣れる。」という評判が口コミで広がったことなどから、聴取を行った
釣具店では、ほとんどの客が日本製品を買い求めるそうです。
サハリンで道産品の販路を拡大するためには、賃金や物価

等、経済全体の動向を把握することはもちろん、販売したい
商品の希少価値や競合商品の存在など、個別に現地の事情を
見極めることが重要です。現地を訪れて生の情報を入手する
こと、まさに「百聞は一見に如かず」です。サハリンにお越
しの際は私がご案内させて頂きますので、ぜひお取引店にご
相談ください。また、現地訪問ができない場合でも、道内に
いながらにして現地の生の声を感じられるような新鮮な情報
提供をしてまいります。お気軽にお申し付けください。
（出典：サハリン州統計資料）

アジアニュース

賃金・物価統計からサハリン経済を読む

北海道産の人参と大根

北洋銀行国際部 主査
（北海道サハリン事務所派遣）

�橋 明史
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道内のドラッグストアでは、化粧品を大量に購入する外国人観光客の姿をよく見かけます。日本製品

の「安心・安全、高品質」のブランド力は、「食」だけではなく「化粧品」においても認められている

ようです。アジア各国では大きな消費市場に加え、所得の向上や美意識の強まりも加わり、化粧品市場

は、「高級品ブランド」から「普及品」まで多様化するとともに、流通チャネルも専門店、ドラッグス

トアなど多様化しながら拡大しつつあります。

今回は、各国の化粧品市場を紹介します。

【上海・大連】

中国の化粧品市場は、所得の増加、美容に対する関心の高まりなどから直近５年連続で２桁成長を遂

げ、世界第４位の規模まで拡大しています。高級ブランド品はデパートで、比較的安価な品は専門店、

ドラッグストア、ネット販売等で気軽に購入することが可能です。ネット販売額の増加や専門店での販

売員の積極的な接客が特徴です。

中国メーカーも「自然」、「漢方」などのコンセプトで商品を販売していますが、商品の安全性などか

ら、海外化粧品は依然として人気があります。日本ブランドは「アジア人の肌に合う」と人気があり、

とりわけ「保湿効果の良さ」から基礎化粧品の評判が高いようです。また、韓国系の化粧品は比較的手

頃な価格で購入でき、韓流スターを起用した積極的なプロモーションにより知名度を上げています。

若い人ほど価格と品質のバランスを重視し、ブランドにはこだわらず、自分の収入に見合った化粧品

を購入しています。そのため、「日本ブランド」に依存するだけではなく、知人や他の購入者による評

価・評判を重視する中国での購入スタイルを考慮した戦略的・効果的なPRが、不可欠と思われます。

北海道ブランドの化粧品は見かけませんが、北海道のイメージを活かしたラベンダーから抽出される

天然成分を使用したパックなど、「健康的」、「美肌効果」をアピールした商品が有望ではないでしょう

か。

【バンコク】

タイの化粧品市場は３千億円規模と言われており、特に「美白コスメ」の人気が非常に高く、日焼け

止め、保湿パック、美白ローション、コラーゲン商品など、日本でも人気の高い商品はタイでも人気で

す。美容スパが数多くあるタイでは、「スパで綺麗になろう」という女性も多く、スパで販売するコス

メの人気も高いことが特徴です。

デパートには、日本の化粧品も多く販売されていますが、日本より２～３倍程度高くなっているた

め、高所得者層による購入が中心のようです。ドラッグストアでは、株式会社ツルハ（本社：札幌市）

がタイに１３店舗出店し、薬はもちろん、化粧品も充実しており日本と遜色のない品揃えです。「いらっ

しゃいませ」の声かけや、お客さまのニーズをお伺いして商品を提案するなど、日本式の接客を目指し

て現地社員の教育に力を入れているようです。日本でも人気の豆乳ヨーグルトパックがよく売れてお

り、店頭で、「日本で流行のこの商品はありますか？」というように、事前にインターネットで最新の

情報を集め、具体的な商品名を挙げて質問する人も多いようです。

２０代の女性の場合、月平均の化粧品代は大体３千円から６千円程度（給料の約５～１０％）が多く、ま

た、日本に旅行に行くと必ず化粧品をお土産に購入するようです。

アジアニュース

日本コスメのブランド力
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【シンガポール】

一番の繁華街であるオーチャード通りにある高級デパートでは、欧米の有名ブランドと並び日本の有

名ブランドを目にします。その他にもハイエンドからローエンドまで様々な商品価格に対応したブラン

ドが進出しています。

日本の化粧品は、「品質が高い」イメージがある一方「値段が高い」のも事実で、日本の販売価格の

１．５倍以上になっています。このため、ターゲットは高所得者層となります。一方、韓国ブランドは値

段が安く、若い女性を中心に人気です。

北海道は食と観光の分野で強いブランド力を持っていますが、「北海道コスメ」はまだ浸透していま

せん。化粧品はブランドイメージが重要です。消費者に認知・浸透するまでには時間がかかる商品です

から、地道な販促活動が欠かせません。また、一般消費者とは別にエステ事業者向けに販路開拓するの

も効果的かもしれません。

【サハリン】

ユジノサハリンスクには、ナショナルチェーンの化粧品専門店が、目抜き通り沿いや大型商業施設内

に４店舗展開しています。日本でよく見かける欧米の有名ブランドのほか、日本の化粧品も購入できま

す。日本で買うより１～２割程高価ですが、他のブランドと比べて高すぎるという印象は受けません。

比較的高級な商品を買い求める人が、主な購買層です。

また、生活雑貨店ではロシア製の化粧品を中心に主に廉価品を取り扱い、日本のドラッグストアの商

品と同じような価格帯となっていますが、日本の化粧品は見かけません。

このように、販売形態は高級品と廉価品の棲み分けがなされています。日本の化粧品に対しては、多

くの人が「品質が良く、肌に優しい」とのイメージを持っています。北海道の化粧品については取り扱

いがなく、知名度も低いですが、「食品と同様、品質が良さそう。機会があれば試してみたい」との声

も聞かれます。

海外進出事例紹介～株式会社ベル・クール研究所 様（本社：札幌市 柴田昌之社長）

当社は平成５年に設立された化粧品メーカーです。「化粧品はお肌への栄養素。料理と同じく新鮮

であること」にこだわり、外面だけではなく、精神的な面も磨くことにより真の美を求め続けてい

ます。お肌は個人ごとに千差万別。個性に対応する化粧品づくりこそ、大手化粧品メーカーに真似

ることができない当社の強みです。

国内では人口減少に加え、複雑な法規制があることから、当社の強みはむしろ海外でこそ発揮で

きるとして、川下戦略（販売チャネル）に重点を置いた積極的な海外戦略を展開しています。例え

ば、ミャンマーでは、当社商品の愛用者が中心となって新たな販売事業を立ち上げ顧客を拡大、ま

たモンゴルでは、健康予防を前面に出し、サロンスタイルで「サプリメント＋化粧品」を販売した

ことが、多くの人たちの関心を集め、好調な売れ行きでした。今後は「エステ事業者」と連携し、

「エステが薦める化粧品」というコンセプトで販売ルートを開拓する方法も検討しています。

それぞれの国情や風習を踏まえ、消費者心理に上手く訴えることにより、顧客を支持者に進化さ

せ、さらに顧客を増大させる好循環を生み出すことこそ、「オーダーメイド化粧品づくり」にこだ

わってきた当社の真骨頂といえます。
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商品 単位 銘柄・産地 上海 大連 バンコク シンガポール サハリン

卵 ０．５kg 現地産 ４３４ ７２～２０４ ２５６ ２５７ ２３９～２５１

牛乳 １リットル 現地産 ２４６～５０１
４３

（２４３ml）
１２８

２５７
（８３０ml）

１７１～２８７

じゃがいも ０．５kg 現地産 １１８～２２５ ３４～１１９ １９２
９０

（アメリカ産）
５３

オレンジ ０．５kg アメリカ産 １５９ －
２８８

（１個）
８３

（１個）
１８５

（南アフリカ産）

小麦粉 １kg １４２ ２４１ １４７ ２０７ １４２

ビール
３５０ml 日本メーカーA社製 １００ － － － －

３５０ml 日本メーカーB社製 － ９７ １５３ ２９８ ２７１

カップラーメン １個 日本メーカー製 ８３ １１２ ２４０ １３２ ４９７

ミネラルウォーター ５５０ml ２０ ２２ ２２ １２８ ６１～１１３

コーラ ３３０ml コカコーラ ３４ ３４ ４４ ８３ １０６

ハンバーガー １個
マクドナルド
ビッグマック

２９５ ２７７ ６４０ ３８２ －

タクシー初乗り ２４３ １３８ １１２ ２８２ ４８４～６４６

ガソリン １リットル レギュラー １３０ １３２ １１２ １８２ １１１

トイレットペーパー １０巻 日本製
２２７

（現地製４巻）
３４５

４４８
（現地製）

５４３
４３６

（現地製４巻）

乾電池 単三２本 米国製
１１２

（現地製）
８２

（現地製）
３０４ ２６３ １８７

洗濯洗剤 １kg 日本製
２４１

（現地製）
２０６

（現地製）
３８４ ２２７ １，０１７

クリーニング代 Yシャツ１枚 現地クリーニング店 １７３ １７３ ２５６ ３３２ ３５５

電気料金 １kwh 住居用 １０ ８ ４８ ２２ １０

水道料金 １� 住居用 ２８ ５３ ３２ ９７ ９９

新聞 １部 一般紙 １７ １７ １６ ７４ ５１

バス 市内均一区間 ３４ １７～３４ ２５ ８３～１７４ ４８

地下鉄 初乗り ５２ － ７０ ９１～１９９ －

携帯

機種 iPhone５１６G ９１，８５２ ８１，６２１ ４８，０００ ８２，０５３ ８０，７１７

基本料金／月 ７９９ １，００７ ２，５６０ ４，５０２ ４，８４５

通話料金／分 ４ ４ ２ １２ ４

映画チケット 大人１名 時間帯により変動９５５～２，４３１１，０４２～１，２１５６４０～１，４４０ ９５５ ５８１～１，１３０

現地価格調査（２０１４年１月）
（単位：円）

【調査場所】 いずれも日本製品を扱う、比較的高級なスーパーマーケット。
上海 カルフール古北店、しんせん館古北店、ローソン国際貿易中心店
大連 カルフール西安路店、ローソン森ビル店
バンコク トップス、フジスーパー
シンガポール コールドストレージ、明治屋
サハリン ユジノサハリンスク市シティモール、携帯電話ショップ「スヴィズノイ」

【換算レート】 ２０１３年１２月３０日仲値
１中国元＝１７．３７円 １タイバーツ＝３．２０円 １シンガポールドル＝８３．０５円 １ロシアルーブル＝３．２３円
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年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２１年度 ９６．７ △６．６ ９１．４ △９．５ ９６．９ △６．０ ９１．５ △９．２ ９６．８ △１０．３ ９３．９ △１０．５
２２年度 ９９．９ ３．３ ９９．４ ８．８ ９９．７ ２．９ ９９．２ ８．４ ９６．６ △０．２ ９２．１ △１．９
２３年度 １０１．５ １．６ ９８．７ △０．７ １０２．５ ２．８ ９７．７ △１．５ １０４．６ ８．３ １０３．２ １２．１
２４年度 ９９．５ △２．０ ９５．８ △２．９ １００．３ △２．１ ９５．９ △１．８ １０２．８ △１．７ １００．４ △２．７

２４年７～９月 ９９．３ △２．９ ９５．９ △３．２ ９９．２ △３．２ ９４．６ △４．３ １０７．７ △１．１ １１２．２ １．８
１０～１２月 ９６．７ △２．６ ９４．１ △１．９ ９８．０ △１．２ ９３．４ △１．３ １０８．４ ０．６ １１０．４ △１．６

２５年１～３月 １００．８ ４．２ ９４．７ ０．６ １０２．３ ４．４ ９７．２ ４．１ １０５．８ △２．４ １０６．６ △３．４
４～６月 １００．３ △０．５ ９６．１ １．５ １００．２ △２．１ ９５．４ △１．９ １０７．１ １．２ １０７．０ ０．４
７～９月 １００．４ ０．１ ９７．７ １．７ １００．４ ０．２ ９６．０ ０．６ １０６．５ △０．６ １０８．３ １．２

２４年 １１月 ９７．２ ０．７ ９３．４ △１．０ ９８．２ １．０ ９１．８ △１．６ １０７．９ ０．１ １１１．８ △０．４
１２月 ９６．５ △０．７ ９４．７ １．４ ９８．６ ０．４ ９５．２ ３．７ １０８．４ ０．５ １１０．４ △１．３

２５年 １月 １００．６ ４．２ ９４．１ △０．６ １０３．０ ４．５ ９６．３ １．２ １０７．９ △０．５ １０８．６ △１．６
２月 １０２．５ １．９ ９４．９ ０．９ １０３．１ ０．１ ９８．０ １．８ １０８．６ ０．６ １０７．３ △１．２
３月 ９９．２ △３．２ ９５．０ ０．１ １００．９ △２．１ ９７．２ △０．８ １０５．８ △２．６ １０６．６ △０．７
４月 ９９．３ ０．１ ９５．９ ０．９ １０１．２ ０．３ ９５．８ △１．４ １０３．２ △２．５ １０７．４ ０．８
５月 １０１．７ ２．４ ９７．７ １．９ １０１．８ ０．６ ９６．８ １．０ １０２．４ △０．８ １０７．０ △０．４
６月 ９９．８ △１．９ ９４．７ △３．１ ９７．７ △４．０ ９３．７ △３．２ １０７．１ ４．６ １０７．０ ０．０
７月 １００．９ １．１ ９７．９ ３．４ １０１．２ ３．６ ９５．６ ２．０ １０４．６ △２．３ １０８．７ １．６
８月 １００．０ △０．９ ９７．０ △０．９ ９９．６ △１．６ ９５．５ △０．１ １０６．６ １．９ １０８．５ △０．２
９月 １００．２ ０．２ ９８．３ １．３ １００．３ ０．７ ９６．９ １．５ １０６．５ △０．１ １０８．３ △０．２
１０月 １００．８ ０．６ r ９９．３ １．０ ９９．８ △０．５ r ９９．１ ２．３ １０８．６ ２．０ r１０８．０ △０．３
１１月 p１００．１ △０．７ p９９．４ ０．１ p１０２．４ ２．６ p９９．０ △０．１ p１０７．６ △０．９ p１０６．０ △１．９

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

大型小売店販売額
大型店計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２１年度 ９２０，８５５△１．４ １９５，６７５△５．３ ２４６，０８６ △１３．１ ７０，５４４ △１０．１ ６７４，７６９ ３．７ １２５，１３１ △２．４
２２年度 ９３５，２９９△２．１ １９５，７８５△１．５ ２２０，２３３ △１０．５ ６７，２６７ △４．６ ７１５，０６７ １．１ １２８，５１８ ０．３
２３年度 ９４８，５４４ ０．３ １９７，００８ ０．１ ２１４，０７１ △２．８ ６７，２３１ △０．１ ７３４，４７３ １．２ １２９，７７７ ０．２
２４年度 ９４９，６５６ ０．１ １９５，５５１△０．７ ２１１，５４７ △１．２ ６６，４９３ △１．１ ７３８，１０８ ０．５ １２９，０５８ △０．６

２４年７～９月 ２２９，５０９△０．５ ４７，３９１△１．６ ４９，８６５ △２．５ １５，４４７ △２．６ １７９，６４４ ０．１ ３１，９４４ △１．１
１０～１２月 ２５９，３６９ ０．６ ５３，３５０ ０．０ ６０，４０５ △０．４ １９，０５３ △１．２ １９８，９６４ ０．９ ３４，２９７ ０．７

２５年１～３月 ２３０，３７７ ０．４ ４７，７０９△０．８ ５２，４０６ △０．２ １６，４６５ ０．６ １７７，９７１ ０．６ ３１，２４５ △１．５
４～６月 ２３４，１９０ １．６ ４７，７８２ １．４ ４９，９３７ ２．２ １５，９９２ ３．０ １８４，２５３ １．５ ３１，７９０ ０．７
７～９月 ２３２，６２１ １．４ ４８，００９ ０．５ ４９，７６８ △０．２ １５，５０４ ０．４ １８２，８５３ １．８ ３２，５０５ ０．６

２４年 １１月 ７８，０１２ ０．６ １６，６３０ １．６ １７，９０９ △０．２ ５，９８５ １．６ ６０，１０３ ０．９ １０，６４５ １．６
１２月 １０３，９７６ １．０ ２１，０４８ ０．７ ２４，７４８ △１．１ ７，７１９ △２．１ ７９，２２８ １．７ １３，３２９ ２．３

２５年 １月 ７９，４２６ ０．６ １６，８７２△２．９ １８，５３４ △１．６ ５，９０７ △１．１ ６０，８９２ １．３ １０，９６５ △３．９
２月 ６９，３１７△１．９ １４，２３９△２．９ １４，９０４ △１．７ ４，６６９ △０．５ ５４，４１３ △１．９ ９，５７０ △４．０
３月 ８１，６３４ ２．２ １６，５９８ ３．５ １８，９６８ ２．３ ５，８８８ ３．４ ６２，６６６ ２．２ １０，７１０ ３．６
４月 ７７，２９８△０．５ １５，５０８△１．０ １６，３５３ △０．９ ５，１５４ △０．６ ６０，９４６ △０．３ １０，３５４ △１．２
５月 ７７，６８１ ０．８ １５，８８９ ０．９ １６，３６３ ０．９ ５，２５２ ２．４ ６１，３１８ ０．７ １０，６３７ ０．１
６月 ７９，２１１ ４．７ １６，３８５ ４．５ １７，２２１ ６．７ ５，５８６ ７．１ ６１，９９０ ４．２ １０，７９９ ３．２
７月 ７９，９２９△０．７ １７，１２７△０．７ １７，９１４ △４．９ ６，０４１ △２．７ ６２，０１５ ０．６ １１，０８６ ０．４
８月 ７８，９３３ ２．０ １５，８２３ ０．９ １５，６８４ １．３ ４，６５３ ２．４ ６３，２４９ ２．２ １１，１７０ ０．２
９月 ７３，７５９ ２．９ １５，０５９ １．７ １６，１７０ ４．０ ４，８１１ ２．５ ５７，５８９ ２．６ １０，２４８ １．２
１０月 r ７７，８９０ ０．７ １５，９１１ ０．８ １７，５５５ △１．１ ５，３０３ △０．９ r ６０，３３６ １．２ １０，６０８ １．６
１１月 p ７９，５９８ ２．０ p １６，９６８ １．３ p １８，３４３ ２．４ p ６，１１２ ２．１ p ６１，２５５ １．９ p １０，８５６ ０．８

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■大型小売店販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ３１ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１４年２月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２１１／本文　※柱に注意！／０３１～０３３　主要経済指標  2014.01.20 17.21.40  Page 31 



年月

コンビニエンスストア販売額 消費者物価指数（総合） 円相場
（東京市場）

日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）２２年＝１００
前 年 同
月比（％）２２年＝１００

前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２１年度 ４３０，９２２ ０．１ ７９，３８３ △１．５ １００．１ △２．９ １００．４ △１．７ ９２．８０ １１，０９０
２２年度 ４４７，９５１ ４．０ ８２，６５７ ４．１ ９９．９ ０．１ ９９．９ △０．４ ８５．６９ ９，７５５
２３年度 ４７７，４２６ ６．２ ８９，７５８ ７．６ １００．３ ０．４ ９９．８ △０．１ ７９．０５ １０，０８４
２４年度 ４９８，６２９ ３．２ ９５，４２３ ３．３ １００．３ △０．１ ９９．５ △０．３ ８３．０８ １２，３９８

２４年７～９月 １３４，４５６ ２．８ ２５，２５１ ２．２ ９９．８ △０．４ ９９．４ △０．４ ７８．６２ ８，８７０
１０～１２月 １２７，１８８ ３．１ ２４，１５２ ２．４ １００．０ ０．０ ９９．４ △０．２ ８１．１６ １０，３９５

２５年１～３月 １１６，０１６ ２．５ ２２，６８４ ３．０ １００．６ ０．０ ９９．３ △０．６ ９２．３８ １２，３９８
４～６月 １２４，５２７ ２．９ ２４，３１３ ４．２ １００．７ ０．１ ９９．８ △０．３ ９８．７４ １３，６７７
７～９月 １３６，９４８ １．９ ２６，３４０ ４．３ １０１．３ １．５ １００．３ ０．９ ９８．９４ １４，４５６

２４年 １１月 ４０，３９５ ２．６ ７，７４１ １．９ ９９．６ △０．１ ９９．２ △０．２ ８０．８７ ９，４４６
１２月 ４４，４１１ ３．５ ８，３５４ ３．０ １００．４ ０．３ ９９．３ △０．１ ８３．６４ １０，３９５

２５年 １月 ３９，２２１ ３．９ ７，５４２ ４．２ １００．６ ０．３ ９９．３ △０．３ ８９．１８ １１，１３９
２月 ３６，２９０ △０．７ ７，０３３ △０．７ １００．６ ０．２ ９９．２ △０．７ ９３．２１ １１，５５９
３月 ４０，５０５ ４．１ ８，１０８ ５．１ １００．７ △０．６ ９９．４ △０．９ ９４．７５ １２，３９８
４月 ３９，１９９ １．７ ７，７８９ ２．５ １００．６ △０．５ ９９．７ △０．７ ９７．７１ １３，８６１
５月 ４１，９７３ ２．６ ８，２５２ ４．２ １００．６ ０．０ ９９．８ △０．３ １０１．０８ １３，７７５
６月 ４３，３５５ ４．４ ８，２７２ ５．８ １００．９ ０．７ ９９．８ ０．２ ９７．４３ １３，６７７
７月 ４６，９５７ ３．２ ９，０１４ ４．８ １００．９ １．２ １００．０ ０．７ ９９．７１ １３，６６８
８月 ４７，２１９ ２．３ ９，０４７ ４．３ １０１．０ １．４ １００．３ ０．９ ９７．８７ １３，３８９
９月 ４２，７７２ △０．１ ８，２８０ ３．８ １０１．９ １．９ １００．６ １．１ ９９．２４ １４，４５６
１０月 ４３，１０３ １．７ ８，４２６ ４．６ １０１．８ １．９ １００．７ １．１ ９７．８５ １４，３２８
１１月 ４１，８３６ ３．６ ８，１９８ ５．９ １０２．０ ２．４ １００．８ １．５ １００．０３ １５，６６２

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省 日本銀行 日本経済新聞社

■コンビニエンス販売額の前年同月比は全店ベースによる。 ■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２１年度 １６０，１１６ ６．７ ４９，０７８ ２５．４ ６６，２２３ ４．３ ４４，８１５ △５．６ ４，１７５，４５７ ６．８
２２年度 １５２，７３４ △４．６ ４６，５９２ △５．１ ６２，４６２ △５．７ ４３，６８０ △２．５ ３，７８８，３１５ △９．３
２３年度 １５７，８５８ ３．４ ４７，８０６ ２．６ ６３，７１５ ２．０ ４６，３３７ ６．１ ４，００９，９８８ ５．９
２４年度 １７６，８４７ １２．０ ４９，１４２ ２．８ ６８，５２７ ７．６ ５９，１７８ ２７．７ ４，４３９，０９２ １０．７

２４年７～９月 ４５，７８７ １１．９ １３，１０３ ４．９ １８，２８９ ５．８ １４，３９５ ２９．３ １，１３８，７６６ １６．４
１０～１２月 ３４，３９３ ３．５ ９，２３４ △１２．９ １３，６８８ １１．５ １１，４７１ １０．７ ９０７，８０２ △２．８

２５年１～３月 ４９，７９６ △７．２ １４，４１４ △１２．７ １８，２２１ △１４．０ １７，１６１ ７．７ １，３１５，６４６ △９．２
４～６月 ４６，４４５ △０．９ １２，２８２ △０．９ １７，５５７ △４．２ １６，６０６ ２．８ ９９５，６９８ △７．５
７～９月 ４９，６３９ ８．４ １３，１６８ ０．５ １８，０９８ △１．０ １８，３７３ ２７．６ １，１５８，６３２ １．７

２４年 １１月 １２，６０３ ６．７ ３，４２４ △７．６ ４，９４５ １３．６ ４，２３４ １２．６ ３２４，４２２ ０．２
１２月 ９，４８４ ３．１ ２，６８８ △１４．６ ３，６７０ １５．６ ３，１２６ ８．５ ２８４，０４６ △２．０

２５年 １月 １１，１６１ △６．７ ３，０６７ △１２．３ ３，８８８ △１６．０ ４，２０６ ９．６ ３３２，０６６ △７．４
２月 １３，９１３ △４．８ ３，９３７ △１０．３ ４，９０８ △１３．１ ５，０６８ １０．７ ４１２，８８９ △８．１
３月 ２４，７２２ △８．７ ７，４１０ △１４．２ ９，４２５ △１３．７ ７，８８７ ５．０ ５７０，６９１ △１１．０
４月 １４，７６３ ２．１ ３，８７０ ５．３ ５，９１３ △１．２ ４，９８０ ３．８ ３０８，５５６ ０．７
５月 １３，８７７ △０．８ ３，７７３ １．１ ４，９５６ △２．５ ５，１４８ △０．６ ３０８，４３６ △８．７
６月 １７，８０５ △３．３ ４，６３９ △６．９ ６，６８８ △７．９ ６，４７８ ４．９ ３７８，７０６ △１２．５
７月 １８，８６２ ０．６ ４，９０８ △３．９ ７，３９６ △５．２ ６，５５８ １２．３ ４０１，９３７ △９．７
８月 １２，７９７ ３．１ ３，４６０ △２．６ ４，６２１ △０．７ ４，７１６ １２．０ ３１０，６９１ △１．６
９月 １７，９８０ ２３．０ ４，８００ ８．０ ６，０８１ ４．３ ７，０９９ ６３．５ ４４６，００４ １８．１
１０月 １４，０６１ １４．３ ３，８６３ ２３．７ ５，２０４ ２．６ ４，９９４ ２１．５ ３５４，４９６ １８．４
１１月 １４，８５８ １７．９ ４，２５５ ２４．３ ４，８３２ △２．３ ５，７７１ ３６．３ ３７８，５９６ １６．７

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（２）

― ３２ ―北洋銀行 調査レポート ２０１４年２月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２１１／本文　※柱に注意！／０３１～０３３　主要経済指標  2014.01.20 17.21.40  Page 32 



年月

新設住宅着工戸数 公共工事請負金額 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２１年度 ２７，６１６ △２３．４ ７，７５３ △２５．４ ９３７，６６５ ９．３ １２３，７７６ ４．９ ７７，４０５ △２０．４
２２年度 ２９，９２２ ８．４ ８，１９０ ５．６ ８１９，４４０ △１２．６ １１２，８２７ △８．８ ８４，４８０ ９．１
２３年度 ３１，５７３ ５．５ ８，４１２ ２．７ ７４９，５８３ △８．５ １１２，２４９ △０．５ ８９，７４２ ６．２
２４年度 ３５，５２３ １２．５ ８，９３０ ６．２ ７７６，４３１ ３．６ １２３，８２０ △１０．３ ８７，０２６ △３．０

２４年７～９月 １０，０９４ １５．６ ２，２７１ △１．１ ２７２，８０４ １５．１ ３５，２９２ １３．３ ２２，０５８ △４．６
１０～１２月 １０，７１３ １９．７ ２，４０３ １５．０ １０９，８００ △６．７ ３０，９３７ １７．７ ２０，２９６ △０．８

２５年１～３月 ５，４３９ ５．６ ２，０９７ ５．１ １０１，８０６ △２０．７ ２５，０８４ △６．０ ２３，２０２ △４．６
４～６月 ９，７８９ ５．５ ２，４１３ １１．８ ３５０，１８８ １９．９ ４０，７００ ２５．２ ２２，８４９ ６．４
７～９月 １０，４８４ ３．９ ２，５７３ １３．３ ３５１，７８９ ２９．０ ４３，２２７ ２２．５ ２４，１７５ ９．６

２４年 １１月 ３，５１７ １．５ ８０１ １０．３ ２９，２４５ △２９．１ ８，９７２ ６．２ ６，６３０ ０．３
１２月 ２，８９３ ３１．０ ７５９ １０．０ １９，７４８ △６．４ ８，２４３ １５．６ ７，４３３ △３．４

２５年 １月 １，４０７ ５．８ ６９３ ５．０ １２，６７９ １８．６ ６，０３９ ６．７ ５，３４４ △９．７
２月 １，４９６ △２８．２ ６９０ ３．０ １７，７６４ ３２．３ ６，７０８ △４．８ ６，３２４ △１１．３
３月 ２，５３６ ４５．８ ７１５ ７．３ ７１，３６３ △３１．５ １２，３３８ △１１．７ １１，５３５ ２．４
４月 ３，３４７ １．４ ７７９ ５．８ １０７，３３７ △９．９ １５，９９１ ２８．６ ６，９５１ △１．１
５月 ２，８７８ ５．８ ７９８ １４．５ １１５，９９８ ４０．８ １０，８４２ ２４．８ ７，４８２ １６．５
６月 ３，５６４ ９．４ ８３７ １５．３ １２６，８５３ ４０．１ １３，８６８ ２１．７ ８，４１６ ４．９
７月 ３，１００ △６．７ ８４５ １２．０ １６０，２０２ ４７．８ １５，７２５ ２９．４ ７，１３６ ６．５
８月 ３，４８６ ０．４ ８４３ ８．８ １０３，６２８ ７．６ １２，２６７ ７．９ ７，０６０ １０．３
９月 ３，８９８ １８．１ ８８５ １９．４ ８７，９５９ ２９．１ １５，２３５ ２９．４ ９，９７８ １１．４
１０月 ３，６１２ △１６．１ ９０２ ７．１ ６６，５９１ ９．５ １４，２０５ ３．５ ７，３４２ １７．８
１１月 ２，５２０ △２８．３ ９１５ １４．１ ３５，６０８ ２１．８ ９，４１６ ４．９ ７，７３４ １６．６

資料 国土交通省 北海道建設業信用保証� 内閣府

■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

来道客数 有効求人倍率 完全失業率 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上）（常用）

北海道 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

千人 前 年 同
月比（％）

倍
原数値

％
件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％）原数値

２１年度 １１，５８８ △５．７ ０．３５ ０．４２ ５．２ ５．２ ４８９ △３４．０ １４，７３２ △８．８
２２年度 １１，２１９ △３．２ ０．４１ ０．５１ ５．２ ５．０ ４５６ △６．７ １３，０６５ △１１．３
２３年度 １０，７６８ △４．０ ０．４６ ０．６２ ５．２ ４．５ ４６４ １．８ １２，７０７ △２．７
２４年度 １１，６９８ ８．６ ０．５７ ０．７４ ５．１ ４．３ ４３２ △６．９ １１，７１９ △７．８

２４年７～９月 ３，６７７ ５．０ ０．５６ ０．７３ ５．０ ４．３ １０８ ３．８ ２，９２４ △５．９
１０～１２月 ２，８２５ ６．５ ０．６１ ０．７８ ４．７ ４．０ ９０ △１１．８ ２，８８９ △６．９

２５年１～３月 ２，５１０ ２．５ ０．６４ ０．８２ ５．０ ４．２ １１０ △１８．５ ２，７７９ △１２．７
４～６月 ２，８５１ ６．１ ０．６２ ０．７４ ５．１ ４．２ ９６ △２２．６ ２，８４１ △９．１
７～９月 ３，８３８ ４．４ ０．７４ ０．８４ ３．７ ４．０ ７６ △２９．６ ２，６６４ △８．９

２４年 １１月 ８６４ ８．６ ０．６１ ０．７８ ４．７ ４．０ ３１ △１８．４ ９６４ △１１．９
１２月 ８９２ ５．８ ０．６１ ０．７９ ↓ ４．０ ２５ △２４．２ ８９０ △１３．７

２５年 １月 ７７６ １．６ ０．６１ ０．８１ ↑ ４．２ ２８ △１５．２ ９３４ △５．１
２月 ８２２ ４．１ ０．６５ ０．８３ ５．０ ４．２ ３９ △２２．０ ９１６ △１１．７
３月 ９１２ １．９ ０．６５ ０．８２ ↓ ４．３ ４３ △１７．３ ９２９ △１９．９
４月 ７８５ ４．３ ０．６１ ０．７４ ↑ ４．４ ３１ △２４．４ ８９９ △１０．４
５月 ９８８ ７．６ ０．６１ ０．７３ ５．１ ４．２ ３１ △２４．４ １，０４５ △８．９
６月 １，０７８ ６．２ ０．６５ ０．７５ ↓ ３．９ ３４ △１９．０ ８９７ △８．０
７月 １，１８５ ５．４ ０．７０ ０．８０ ↑ ３．９ ２７ △１８．２ １，０２５ △０．０
８月 １，４３１ ３．３ ０．７４ ０．８４ ３．７ ４．１ ２７ △３４．１ ８１９ △１５．３
９月 １，２２２ ４．６ ０．７７ ０．８８ ↓ ３．９ ２２ △３５．３ ８２０ △１１．９
１０月 １，１１４ ４．２ ０．７９ ０．９１ － ４．０ ２６ △２３．５ ９５９ △７．３
１１月 ９２０ ６．５ ０．８１ ０．９４ － ３．８ ２５ △１９．４ ８６２ △１０．５

資料 �北海道観光振興機構 厚生労働省
北海道労働局 総務省 �東京商工リサーチ

■年度および四半期の
数値は月平均値。

主要経済指標（３）

― ３３ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１４年２月号
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●道内経済の動き 

●道内企業の経営動向 （平成25年10～12月期実績、平成26年1～3月期見通し） 

●経営管理ツールとしての直接原価計算　入門 

●賃金・物価統計からサハリン経済を読む 

●日本コスメのブランド力 

調査レポート 2014.2月号（No.211） 
平成26年 （2014年） 1月発行 
発　　　行　　株式会社　北洋銀行 
企画・制作　　株式会社　北海道二十一世紀総合研究所　調査部 
　　　　　　　電話 （011）231- 8681

＜本誌は、情報の提供のみを目的としています。投資などの最終 
判断は、ご自身でなされるようお願いいたします。＞ この印刷物は環境にやさしい「大豆インキ」 

古紙配合率100％紙を使用しています。 

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２１１／表紙／北洋銀行　ＤＩＣ２２１  2014.01.22 11.48.45  Page 1 


	00001.p1
	00002.p1
	00003.p1
	00004.p1
	00005.p1
	00006.p1
	00007.p1
	00008.p1
	00009.p1
	00010.p1
	00011.p1
	00012.p1
	00013.p1
	00014.p1
	00015.p1
	00016.p1
	00017.p1
	00018.p1
	00019.p1
	00020.p1
	00021.p1
	00022.p1
	00023.p1
	00024.p1
	00025.p1
	00026.p1
	00027.p1
	00028.p1
	00029.p1
	00030.p1
	00031.p1
	00032.p1
	00033.p1
	hyo14.p1
	HYO2.p1

